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■政府は下院を解散 

3 月下旬、プラユット首相は下院を解散し、選挙管理

委員会は 5 月 14 日を投票日とすることを決定した。民

意をより反映することを目指して、今回の下院総選挙

では選挙制度の改正が行われた。小選挙区の定数は

従来の 350 人から 400 人に増加し、比例代表の定数

は 150 人から 100 人に減少した。また、投票方式と比

例代表の議席配分方法は、有権者が小選挙区のみに

投票し政党別得票数に応じて議席を配分する方式か

ら、小選挙区と比例代表の 2枚を投票する方式に変更

された。 

下院総選挙の最大の注目点は最大野党であるタイ

貢献党への政権交代の有無である。下院の解散前日に NIDA（National Institute of Development Administration、

タイ国立開発行政研究院）が公表した首相適任者に関する世論調査によれば、タイ貢献党の幹部でタクシン前

首相の次女であるペートンタン氏と答えた回答者の割合が約 38.2％と、プラユット首相を大きく上回った（右上

図）。政党別支持率でもタイ貢献党は約 49.8％と高い支持を集める一方、プラユット首相の支持派により新たに

結成された政党の支持率は 11.8％にとどまった。ただし、首相指名はプラユット政権下で任命制により選出され

た上院議員も含めて実施されるため、下院で野党が過半数の議席を獲得しても政権交代が起きるとは限らな

いことに注意が必要である。 

 

■下院総選挙のタイ経済への影響 

こうしたなか、タイ景気は、外国人観光客数の持ち

直しやインフレ鈍化を受けて回復局面にあるものの（右

下図）、以下を踏まえると、短期的に下振れリスクが大

きいと判断される。 

第 1 に、新政権発足までに政治空白が生じる。下院

総選挙の結果が確定するのは 7月ごろ、新政権が発足

するのは 8月ごろと見込まれている。法案の審議・施行

や新たな予算措置が必要となるインフラ・プロジェクトは

新政権発足まで滞る見込みである。 

第 2 に、政治対立が再燃するリスクがある。タイ貢献

党への政権交代が起きる場合、「タクシン派」と「反タク

シン派」の対立の再燃が見込まれる一方、政権交代が

起きない場合、選挙制度改革を求める政治デモが大規模化する可能性がある。それを機に政治・社会の混乱

が深まれば、観光業の悪影響や消費・投資マインドの悪化は不可避である。 

中期的には、与野党ともバラマキ色の濃い政策を公約に掲げていることから、新政権が安定軌道に乗れば

財政支出の拡大に伴い景気の拡大基調が強まっていくと見込まれる。もっとも、財源調達の目途は立っておら

ず、公約が掛け声倒れで終わる、もしくは実現に向けた安易な国債依存により財政の健全性が低下し中長期

の経済成長を下押しする、というシナリオも排除できない。  
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